産業廃棄物指導課

排出者指導グループ

１　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による建設廃棄物の適正処理の推進

　　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という。）では、特定の建設資材廃棄物について分別解体及び再資源化を促進するとともに解体工事業者の登録制度、解体工事の事前届出制度が定められている。

　　このため、住宅まちづくり部と共同で説明会を開催するなど、建設業者等に対する建設リサイクル法の周知に努めた。

　　また、建設リサイクル法の円滑な執行のため、住宅まちづくり部と届出状況や再資源化施設等について情報の共有化を図り、届出のあった元請業者等に随時立入検査を実施するとともに、５月及び10月には両部共同で解体現場等の一斉パトロールを実施し分別解体及び再資源化等の指導を行った。

・建設業者等への説明会等の開催状況

	開催日
	参加人数
	対　　象

	H30. 8. 3
	  195人
	府及び市町村建設工事発注部局職員

	H30. 7.25
	76人
	建設業者

	H31. 1.24
	61人
	建設業者


・一斉パトロール

　　実施日　：平成30年 ５月21日、24日　　確認現場：11か所

　　実施日　：平成30年10月22日、25日　　確認現場：15か所

２　排出者の指導

(1)　廃棄物減量化対策等の推進

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）に基づく多量排出事業者に対して産業廃棄物処理計画や産業廃棄物処理計画実施状況報告書の提出等を指導した。また、提出された報告書については、廃棄物処理法に基づき縦覧に供した。
多量排出事業者制度に基づく届出及び報告の状況

	区　　　　　分
	平成30年度

	普通産業廃棄物多量排出事業者
	計画書提出事業所
	240(43)

	
	実施状況報告書提出事業所
	232(36)

	特別管理産業廃棄物多量排出事業者
	計画書提出事業所
	98(47)

	
	実施状況報告書提出事業所
	89(45)


 (　)内は泉州農と緑の総合事務所実施分で内数
　　　　

 (2)　産業廃棄物の保管に係る指導

　産業廃棄物を保管するときは、廃棄物処理法に基づく保管基準に従い、その産業廃棄物を保管しなければならない。

また、産業廃棄物を生ずる事業場の外において、自らその産業廃棄物の一定規模以上の保管を行う場合、廃棄物処理法又は大阪府循環型社会形成推進条例（以下「条例」という。）に基づき、事業者は知事への届出等の義務がある。

このため、届出の対象である排出事業者へ届出指導を行うとともに、立入検査により廃棄物処理法に基づく保管基準の遵守状況の確認、条例に基づく帳簿の備付け等の確認を行った。
届出事業場数　102件（平成31年３月31日現在）

（うち法・条例共に対象　15件、条例のみ対象　87件）

（3）産業廃棄物排出事業所に対する立入検査等の状況

　　　産業廃棄物排出事業所対して立入検査等を行った。
ア　立入検査の状況　

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	普通産業廃棄物多量排出事業所
	16 
	27 
	29

	特別管理産業廃棄物多量排出事業所
	 24 
	 24 
	48

	循環条例届出事業所
	98
	92
	79

	産業廃棄物処理施設設置事業所
	4
	3 
	5

	フェニックス受入事業所
	3 
	3 
	4

	苦情に係る指導件数
	8
	24
	44

	その他
	93
	99
	48

	合計
	246
	272
	257


イ　行政処分等の状況

	区　　　　　分
	平成30年度

	行政処分
	許可の取消し(第15条の３)
	0

	
	改善命令（第19条の３）
	0

	
	措置命令(第19条の５)
	0

	行政指導
	改善勧告
	0


（4）産業廃棄物排出事業者の団体等への指導の実施状況

産業廃棄物管理票交付等状況報告制度の周知、廃棄物の適正処理、減量化の推進及び条例に基づく産業廃棄物管理責任者の設置等を推進するため、排出事業者の団体等に対する説明会を実施した。

団体等への指導に係る説明会の開催状況

	年　度
	説明会開催回数
	出席者

	３０
	16回
	1,634人


（5）広域廃棄物受入監視事業

　　　大阪湾広域臨海環境整備事業（フェニックス事業）において、府域（府内7政令市を除く。)から排出され、大阪沖処分場等に搬入される汚泥等の廃棄物の受入れに際し、「広域処分場適正受入協議会」での審査並びに審査に必要な排出事業所の立入調査及び廃棄物の分析検査を行った。

	年　度
	受入協議会開催回数
	対象排出事業者数

	２８
	10
	4

	２９
	11
	3

	３０
	11
	2


根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　　　　　　広域臨海環境整備センター法

３　産業廃棄物処理施設の許可等（処分業指導グループを含む）
　　産業廃棄物処理施設の許可状況は次のとおりである。

	平成28年度
	産業廃棄物処理施設名
	設置許可
	廃止
	変更許可

	
	
	排出者
	処分
	排出者
	処分
	排出者
	処分

	
	汚泥の脱水施設
	
	
	
	
	
	

	
	汚泥の乾燥施設
	
	
	
	
	
	

	
	汚泥の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃油の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃油の油水分離施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃プラスチック類の破砕施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃プラスチック類の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	木くず・がれき類の破砕施設
	
	
	
	
	
	

	
	その他の産業廃棄物焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	最終処分場
	
	
	
	
	
	

	
	その他の産業廃棄物処理施設
	
	
	
	
	
	

	
	計
	0
	0
	0
	0
	0
	0


	平成29年度
	産業廃棄物処理施設名
	設置許可
	廃止
	変更許可

	
	
	排出者
	処分
	排出者
	処分
	排出者
	処分

	
	汚泥の脱水施設
	
	
	
	
	
	

	
	汚泥の乾燥施設
	
	
	
	
	
	

	
	汚泥の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃油の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃油の油水分離施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃プラスチック類の破砕施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃プラスチック類の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	木くず・がれき類の破砕施設
	
	1
	
	
	
	1

	
	その他の産業廃棄物焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	最終処分場
	
	
	
	
	
	

	
	その他の産業廃棄物処理施設
	
	
	
	
	
	1

	
	計
	0
	1
	0
	0
	0
	2


	平成30年度
	産業廃棄物処理施設名
	設置許可
	廃止
	変更許可

	
	
	排出者
	処分
	排出者
	処分
	排出者
	処分

	
	汚泥の脱水施設
	
	
	
	
	
	

	
	汚泥の乾燥施設
	
	
	
	
	
	

	
	汚泥の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃油の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃油の油水分離施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃プラスチック類の破砕施設
	
	
	
	
	
	

	
	廃プラスチック類の焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	木くず・がれき類の破砕施設
	
	1
	
	
	
	2

	
	その他の産業廃棄物焼却施設
	
	
	
	
	
	

	
	最終処分場
	
	
	
	
	
	

	
	その他の産業廃棄物処理施設
	
	
	
	
	
	

	
	計
	0
	1
	0
	0
	0
	2


４　マニフェストシステムの推進

　　産業廃棄物を他人に委託処理する場合は、マニフェスト（管理票）の交付により、事業者が最終処分まで確認するよう、処理責任が定められていることから、排出事業者等に対しマニフェストの周知、指導を行い、産業廃棄物の適正処理を推進するとともに、電子マニフェストの導入を促進した。

　　また、マニフェストの交付等状況報告により適正処理について指導を行った。

　　　　マニフェスト交付等状況報告書提出実績　　　　　　延べ1156社

　　　（提出方法内訳）

・紙（電子申請を含む）による提出


　　737社

　　　　・電子マニフェストによる提出　　　　　　　　　　　　419社

　　　　※１社で紙と電子マニフェストの両方で提出している場合があり、実績は延べでの集計

〔委　託〕 マニフェスト交付等状況報告書等電子化業務                          （千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	1,620
	1,620

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,027
	1,027

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,620
	1,620

	
	決算額
	0
	0
	0
	941
	941

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	1,377
	1,377

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,020
	1,020


排出事業者の電子マニフェスト利用を促進するため、庁内においても一部の部署において電子マニフェストを導入した。
　　　　基本料（1年間）　　  25,920 円

　　　　使用料　　　　　　　   2,258 円

５　PCB廃棄物の適正保管及び適正処理に係る事業所指導等

（1）大阪府PCB廃棄物処理計画による処理の推進

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づき平成16年３月に策定した「大阪府PCB廃棄物処理計画」（平成30年３月変更）によりPCB廃棄物の適正な処理を進めるため、広域処理を行う中間貯蔵・環境安全事業株式会社及び関係府県市との調整を図った。

（2）PCB廃棄物保管届等の状況　

PCB廃棄物の保管事業所から提出されたPCB廃棄物保管状況等届出書を審査し、PCB廃棄物の保管状況等を確認した上で、必要な指導を行った。また、実態調査やポスター等の活用により未届けのPCB廃棄物保管事業所の掘り起こしを行い、未届け事業所に対して届出の指導を行った。
なお、提出された届出書については縦覧に供した。

保管等の届出の状況（かっこ内は泉州農と緑の総合事務所分＜内数＞）
	年　　　　度
	届　出　件　数

	２８
	1,557(404)

	２９  
	1,685(408)

	３０
	1,652(453)


※前年度中の保管等の状況について、届出される
その他の届出の状況（かっこ内は泉州農と緑の総合事務所分＜内数＞）
	年　度
	保管事業場変更の届出件数
	譲渡し・譲受けの届出件数

	２８
	41(８)
	０(０)

	２９
	34(10)
	０(０)

	３０
	51(22)
	１(０)


　　立入検査の状況（かっこ内は泉州農と緑の総合事務所分＜内数＞）
	 年　度
	件数

	２８
	168(127)

	２９
	633(230)

	３０
	454(132)


行政処分等の状況（かっこ内は泉州農と緑の総合事務所分＜内数＞）
	区　　　　　　　分
	28年度
	29年度
	30年度

	行政指導
	PCB廃棄物の適正管理の徹底について厳重注意
	１(０)
	８(３)
	２(０)


根拠法令：　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法

　　　　　　　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（3）府保有PCB廃棄物の適正管理及び適正処理

府の各部署が保有するPCB廃棄物のうち、蛍光灯、コンデンサー、PCB汚染物について、府庁舎別館地下２階の倉庫に集約化を行い、適正な保管に努めるとともに、中間貯蔵・環境安全事業株式会社へ処分期間内（高濃度PCBは令和３年３月末まで）に処分を行うため、計画的に処分を行った。

また、「大阪府PCB廃棄物管理要領」、「大阪府PCB廃棄物適正保管の手引き」、「PCB廃棄物適正管理推進週間実施要綱」により、PCB廃棄物の適正処理及び適正保管を推進した。

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	143,075
	143,075

	
	決算額
	0
	0
	0
	142,786
	142,786

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	153,016
	153,016

	
	決算額
	0
	0
	0
	150,842
	150,842

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	145,998
	145,998

	
	決算額
	0
	0
	0
	134,256
	134,256


６　廃棄物の分析委託

　　産業廃棄物の適正処理を指導し、生活環境の保全を図るため、産業廃棄物処理業者等、排出事業者から、必要に応じて廃棄物を採取し、分析委託を行った。

・委 託 先　　平成30年７月～平成31年３月　一般財団法人　関西環境管理技術センター

・分析件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	年　度
	区　分
	処理業者
	排出事業者等

（かっこ内は苦情等によるもの＜内数＞）
	計

	２８
	水　質
	39 
	3(3)
	42(3)

	
	汚泥等
	0
	0
	0

	
	計
	39
	3(3)
	42(3)

	２９
	水　質
	31
	0
	31

	
	汚泥等
	0
	0
	0

	
	計
	31
	0
	31

	３０
	水　質
	28
	0(2)
	28(2)

	
	汚泥等
	0
	29(12)
	29(12)

	
	計
	28
	29(14)
	57(14)


７　フロン対策

　フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）に基づき、業務用冷凍空調機器からのフロン類充塡回収業者の登録申請の審査を行い、フロン類の充塡、回収が適正に実施されるようフロン類充塡回収業者の指導監督を行うとともに、業務用冷凍空調機器の管理者に対して適正な管理がなされるよう指導・周知を行う等必要な措置を講じた。

　

(1)登録受付件数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（件）

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	第一種フロン類充塡回収業者※
	(新規)

(更新)
	１６８

４６０
	１９６

５１１
	１３６

１９１

	法律施行規則第49条による認定
	(新規)

(更新)
	０

３
	２

０
	１

０


根拠法令：フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）
(2)第一種フロン類充てん回収業者への立入件数　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度

年度
	平成30年度

年度

	第一種フロン類充塡回収業者
	５０
	２０
	２７


根拠法令：フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）
(3)業務用冷凍空調機器管理者への立入件数　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	第一種特定製品管理者
	１８３
	８２


	９５




根拠法令：フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

処理業指導グループ
１　産業廃棄物・特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可等

　　積替保管を含まない産業廃棄物収集運搬業の許可については、厳格な審査を通じ、法や社会的責務を事業者に説明しつつ、次のとおり許可等を行った。

(1) 許可申請等の推移

	区    分
	年度
	新規許可
	変更許可
	更新許可
	変更

届出
	廃止

届出

	
	
	申請
	不許可
	申請
	不許可
	申請
	不許可
	
	

	産業廃棄物

収集運搬業

（積替保管を含まない）
	28
	704
	3
	72
	
	1,314
	6
	4,484
	74

	
	29
	668
	5
	124
	
	1,238
	2
	4,543
	85

	
	30
	736
	3
	81
	
	1,345
	3
	4,868
	58

	特別管理

産業廃棄物

収集運搬業

（積替保管を含まない）
	28
	32
	
	19
	
	91
	
	734
	4

	
	29
	46
	
	20
	
	91
	
	776
	4

	
	30
	47
	
	9
	
	151
	1
	863
	2

	合        計
	28
	736
	3
	91
	
	1,405
	6
	5,218
	78

	
	29
	714
	5
	144
	
	1,329
	2
	5,319
	89

	
	30
	783
	3
	90
	
	1,496
	4
	5,731
	60


(2)　許可申請手数料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(千円)　

	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	168,759
	165,114
	179,184


２　産業廃棄物・特別管理産業廃棄物収集運搬業許可業者に対する指導及び処分

　　許可業者に対して、次のとおり指導を行った。

　

(1)　許可業者の事務所等に対する立入指導の推移　　　　　　　　　　　　　　　（回数）

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	収集運搬業

（積替保管を含まない）
	16
	8
	15


　

(2)　行政処分の推移                                                     （業者数）

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	許可取消処分
	21
	25
	11

	事業停止処分
	2
	1
	0

	計
	23
	26
	11


根拠法令　廃棄物の処理及び清掃に関する法律
３　ウェイスト・データバンク整備事業

　○産業廃棄物情報管理システム関連サーバ機器等の賃貸借契約

各種情報を適切に管理することにより、許可申請審査や指導監督などの日常業務を効率化するため情報管理システムを運用している。

　　

　　　契約先：三菱電機クレジット株式会社　関西支店　　　　　　　　２，４０５，３７６円

　

　○産業廃棄物情報管理システムの運用について、下記のデータ作成を行った。

　　　・廃棄物関連通知文書の電子化（全文検索用）

　　　　委託先：株式会社　ユーエヌ土地利用研究所　　　　　　　　　　　６５７，７２０円
監視指導グループ

１　産業廃棄物の不適正処理事案に対する対応

　　産業廃棄物の野外焼却、野積み、不法投棄等、不適正処理事案を３２１件扱った。

　　これら事案については、関係機関（庁内関係各課、市町村、府警本部等）と協力して調査指導を行った。

調査指導回数（かっこ内は泉州農と緑の総合事務所分＜内数＞）

	
	平成２８年度
	平成２９年度
	平成３０年度

	回　　　数
	１，２７９（569）
	１，２０９（390）
	１，３８７（404）


不適正処理件数の内訳（かっこ内は泉州農と緑の総合事務所分＜内数＞）

	廃棄物の種類
	平成２８年度
	平成２９年度
	平成３０年度

	野外焼却
	木くず
	２７　（16）
	３７　（23）
	５０　（20）

	
	廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
	２　 （2）
	４　 （2）
	２　 （1）

	
	その他
	４２　（31）
	５１　（32）
	５２　（33）

	
	小計
	７１　（49）
	９２　（57）
	１０４　（54）

	野積み
	木くず
	６　 （4）
	７　 （3）
	１０　 （3）

	
	建設廃材（注）
	９９　（41）
	１１２　（45）
	１２９　（51）

	
	その他
	１５　 （8）
	１３　 （6）
	１４　 （6）

	
	小計
	１２０　（53）
	１３２　（54）
	１５３　（60）

	埋め立て
	建設廃材（注）
	５１　（26）
	６３　（28）
	６６　（28）

	
	その他
	３　 （2）
	８　 （3）
	４　 （2）

	
	小計
	５４　（28）
	７１　（31）
	７０　（30）

	不法投棄
	６７　（28）
	６８　（29）
	５０　（23）

	その他
	３８　（10）
	４２　（16）
	５０　（16）

	合　計
	３５０ （168）
	４０５ （187）
	４２７ （183）

	解決件数
	７０　（33）
	８６　（42）
	７２　（32）


注）建設廃材とは、がれき類と建設系混合廃棄物である。
　　
２　不適正処理対策の推進（排出者指導グループと一部共管）
　　大阪府産業廃棄物不適正処理対策等要綱に基づき、「大阪府産業廃棄物不適正処理対策会議」を設置し、6月と11月を「産業廃棄物不適正処理防止推進強化月間」と位置づけ、関係部局・関係機関との連携の強化を図り、不適正処理の根絶に向けた各種取組を実施した。
(1) 監視パトロール

・陸上パトロール

年間を通じて、不適正処理が発生しやすい山間部等を中心にパトロールを実施するとともに、6月、11月の強化月間に、市町村等とも連携し集中的にパトロールを実施した。

・スカイパトロール

6月21日、11月27日に大阪府警察本部地域部航空隊の協力を得て、府内の山間部を中心に上空からのパトロールを実施した。

(2) 街頭啓発

毎年6月、11月の強化月間を中心に廃棄物の不法投棄防止を訴える街頭啓発活動を行っており、ファミリー層、特に子どもたちに対するＰＲを強化するため、啓発キャンペーンを実施した。

　　11月3日　大阪府咲洲庁舎1階　フェスパ（咲洲こどもフェスタに合わせて開催）
（大阪府、大阪府警察本部、大阪海上保安監部、関西空港海上保安航空基地、大阪府産業資源循環協会、大阪商工会議所、大阪建設業協会、大阪府中小建設業協会、環境省近畿地方環境事務所、大阪市、堺市、豊中市、高槻市、枚方市、八尾市、東大阪市）
(3) 産業廃棄物不法投棄等監視連絡員
市町の推薦により府民を連絡員として委嘱し、産業廃棄物の不法投棄等不適正処理事案の早期発見に取り組んだ。
平成30年度　8名

(4) 広域路上検問
　　　6月13日 奈良県生駒市北田原地内（国道163号線）
（近畿地方環境事務所、大阪府、京都府、奈良県、奈良市、奈良県警察生駒警察署）
11月 7日 大阪府枚方市杉責谷1丁目（国道307号線沿い）
　　　　　（近畿地方環境事務所、大阪府、京都府、奈良県、枚方市、大阪府警察交野警察署）

処分業指導グループ
１　産業廃棄物・特別管理産業廃棄物処分業者等の許可等
　　産業廃棄物処分業者等の許可及び再生事業者の登録について、厳格な審査を通じ、法や社会的責務を事業者に説明しつつ、次のとおり許可等を行った。
(1)　許可申請等の推移
	①許可等
	　
	　
	
	　
	　
	(件）

	区    分
	年度
	新規許可
	変更許可
	更新許可
	変更

届出
	廃止

届出

	
	
	申 請
	不許可
	申 請
	不許可
	申 請
	不許可
	
	

	産業廃棄物
	収集運搬業
（積替保管を含む）
	28
	2
	
	8
	
	26
	
	125
	3

	
	
	29
	1
	
	10
	
	15
	
	190
	3

	
	
	30
	0
	
	6
	
	14
	
	163
	2

	
	処分業
	中間

処理
	28
	4
	
	1
	
	29
	
	83
	2

	
	
	
	29
	2
	
	2
	
	21
	
	81
	2

	
	
	
	30
	1
	
	1
	
	17
	
	65
	4

	
	
	最終

処分
	28
	0
	
	1
	
	0
	
	2
	0

	
	
	
	29
	0
	
	0
	
	0
	
	1
	0

	
	
	
	30
	0
	
	0
	
	1
	
	5
	0

	特別管理
産業廃棄物
	収集運搬業
（積替保管を含む）
	28
	0
	
	0
	
	0
	
	7
	0

	
	
	29
	0
	
	0
	
	0
	
	12
	0

	
	
	30
	0
	
	0
	
	3
	
	14
	0

	
	処分業
	中間

処理
	28
	0
	
	0
	
	2
	
	7
	0

	
	
	
	29
	0
	
	0
	
	0
	
	8
	0

	
	
	
	30
	0
	
	0
	
	6
	
	7
	0

	
	
	最終

処分
	28
	0　
	　
	0
	　
	　0
	　
	0
	0

	
	
	
	29
	0
	
	0
	
	0
	
	0
	0

	
	
	
	30
	0
	
	0
	
	0
	
	0
	0

	合        計
	28
	6
	
	10
	
	57
	
	224
	5

	
	29
	3
	
	12
	
	36
	
	292
	5

	
	30
	1
	
	7
	
	41
	
	254
	6


②再生事業者登録

	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	 3
	 2
	 4


③有害使用済機器保管等届出

	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度（10月～）

	
	
	設置
	変更
	廃止

	 －
	 －
	14
	0
	0


　　注）有害使用済機器保管等届出制度は平成30年10月1日施行

(2)　許可申請手数料（再生事業者登録及び処理施設許可申請手数料を含む）

　　　　　　　　　(千円)　
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	6,197
	4,773
	4,875


２　産業廃棄物・特別管理産業廃棄物処分業者等に対する指導及び処分
　　許可業者に対して、次のとおり事業報告書の徴収及び指導を行った。
(1)　許可業者に対する業務報告書徴収の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　(件)
	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	対象者数
	171
	171
	138

	報告書提出数
	152
	146
	113


　
(2)　許可業者等の処理施設及び事務所等に対する立入指導の推移 　　　　　　（回数）
	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	収集運搬業

（積替保管を含む）
	216
	170
	172

	処分業（中間処理）
	312
	263
	226

	処分業（最終処分）
	11
	8
	5

	登録再生事業者
	152
	139
	146

	有害使用済機器
	－
	－
	  136

	その他
	58
	33
	33

	計
	749
	613
	718


(3)　行政処分の推移                                                   （業者数）
	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	許可取消処分
	0
	0
	1

	事業停止処分
	2
	2
	0

	計
	2
	2
	1


根拠法令　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

３　自動車リサイクル

　使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）に基づき、解体業者及び破砕業者等の登録・許可申請の審査を行うとともに、使用済自動車が適正に処理されるよう事業者の指導監督等必要な措置を講じた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(1)登録・許可受付件数の推移　　　　　　　 　　　　　　　 　　　   　　　 （件）

	区　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	引取業者
	(新規)

(更新)
	13

13
	(1)

(0)
	14

165
	(0)

(14)
	5
35
	(0)
(2)

	フロン類回収業者
	(新規)

(更新)
	6

11
	(1)

(0)
	7

76
	(0)

(6)
	2
21
	(0)
(1)

	解体業者
	(新規)

(更新)
	5

7
	
	1

5
	
	1
6
	

	破砕業者
	(新規)

(更新)
	0

2
	
	0

0
	
	0
3
	


※(  )内は、電子申請受付分で内数を示す。

(2)事業所への立入件数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（回数）

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	引取業者
	91
	53
	64

	フロン類回収業者
	88
	52
	60

	解体業者
	98
	62
	66

	破砕業者
	16
	7
	13


根拠法令：使用済自動車の再資源化等に関する法律(自動車リサイクル法)

(3)行政処分の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(業者数)

	区　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	登録取消処分
	0
	0
	0

	許可取消処分
	0
	0
	0

	事業停止処分
	0
	0
	0

	不許可処分
	0
	0
	0

	計
	0
	0
	0


根拠法令：使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）
(4)許可登録申請手数料

　　　　　　　　　　(千円)　
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	1,233.6
	1,446.4
	1,049.4


４　放置自動車対策

平成16年７月に施行された「大阪府放置自動車の適正な処理に関する条例」に基づき、調査・指導・勧告等の業務を実施し、放置自動車の適正かつ迅速な処理を図った。

放置自動車の所有者に対する指導・勧告件数等

	区　　　　　分
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	所有者調査のための施錠解除台数（台）
	0
	0
	0

	所有者調査のための運輸支局照会台数（台）
	11
	6
	6

	所有者に対する撤去指導件数（件）
	3
	0
	1

	所有者に対する撤去勧告・命令延べ件数（件）
	2
	0
	0


根拠法令：大阪府放置自動車の適正な処理に関する条例
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